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賃金の支払い、労働時間等の実態把握の論点について

１．建設業就業者の減少、高齢化が進む中、インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役割
を果たし続けられるよう、担い手確保・生産性向上・地域における対応力強化を目的に、担い手３法が改正
された。品確法に基づく基本方針、運用指針が改定された。

２．運用指針の改定に伴い、「受注者の協力の下」の文言が追記され、「発注者は、受注者の協力の下、下請
業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努める。」との努力義務が
規定されている。

■品確法
１） 基本理念として、担い手の賃金、労働時間等の労働条件等の適正な整備に配慮することを受発注者に努力義務化（第３条第9項）
２） 発注者の責務として、公共工事の品質が確保されるよう、担い手の確保等に配慮し、①公共工事等の仕様書・設計書の作成、②予定価格

の作成、③入札・契約の方法の選択、④契約の相手方の決定、⑤監督・検査、⑥工事等の実施中・完了時の施工状況等の確認・評価等
の適切な実施を規定。（第7条）

■発注関係事務の運用に関する指針
Ⅱ．発注関係事務の適切な実施のために取り組むべき事項
１ 工事
１－３ 工事施工段階

（工事中の施工状況の確認等）
建設業法において、元請負人は下請代金のうち労務費相当については現金で支払うよう適切に配慮することが規定されたことや、品確法

において、公共工事等に従事する者の賃金や適正な労働時間の確保等、下請業者を含め適正な労働環境の確保を促進することが規定され
たことを踏まえ、発注者は、受注者の協力の下、下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努める。

（これまでの主な取組）
○ 働き方改革を強力に推進するため、「週休２日の拡大」、「時間外労働規制の適用」等の取組・施策を実施

＜論点＞

■ 運用指針に規定されている「受注者の協力の下、下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関
し、その実態を把握するよう努める」ため論点についてご意見を戴きたい。

＜論点＞
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■試行工事（1）：労働時間の把握を求める試行工事 【令和5年9月より開始。36件で実施を確認。】

○ 特記仕様書に労働者等（下請け作業員含む）の労働時間等の実態把握の試行である旨を記載し実施を促した事例
【特記仕様書の記載例】

「発注関係事務の運用に関する指針(令和２年１月30日改正)」にて記載されている発注者が取り組むべき事項を踏まえ、本工事は、労働
者等（当該現場で働く技術者、技能労働者等（下請けの技能労働者含む））の労働時間等に関し、その実態を把握するために必要な工事日
報等の提出を求める試行工事である。
提出を求める対象工種及び提出様式、並びに本試行にかかる費用等は、別途協議の上、決定することとする。

■試行工事（２）：労働時間・賃金の確認方法について技術提案を求めた試行工事

○ 令和５年度の維持管理工事の発注にて「平常時・緊急時における本工事従事人員（下請け予定企業を含む）の労働時間・賃金の確認方法」
を求める工事を、技術提案評価型（Ｓ型）方式を用いて発注した事例。

○ ３件の工事にて、労働時間・賃金の確認方法の提案があった。

□提案された確認方法

○労働時間の確認にKY表を用いる事例
労働時間： 元請・下請社員の労働時間は、KY表に労働者の氏名、始業・終業時刻を記載、集計。
賃金： 元請・下請社員の賃金は、賃金支払実績確認表により、本人へ確認。

○労働時間の確認に36協定を用いる事例
労働時間： 下請会社の社員は、36協定を確認し、作業可能な労働時間の上限を把握。

元請・下請社員の労働時間は、作業日報等を用いて、個別に月単位・年単位で労働時間を集計。法定労働時間・36協定の時
間外労働時間を超過していないことを確認。

賃金： 元請社員の賃金は、勤務時間を確認し、賃金計算を実施。
下請社員の賃金は、出勤簿・賃金計算書類を用いて労働日数・労働時間による賃金支払を確認

○市販されているツールの活用
労働時間： クラウドデータベースを活用し、社員の出退勤時間を把握。把握されたデータは賃金支払にも活用。
賃金： 作業人員の労働時間は毎日の出面を記録。毎月集計し、下請会社への支払代金に反映させる。

労働時間・賃金の把握の先行事例

１．労働時間を把握する取組は、施工会社の自発的な取組を含め試行実績がある。試行実績の中には、生産
性の変化を定量的に把握した事例もある。

２．下請会社の技能労働者の労働時間・賃金の確認方法について、技術提案評価型（Ｓ型）方式を用いて技術
提案を求めた工事もある。
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労働時間の把握、賃金の把握を試行した現場からの意見

【労働時間の把握】

（１）作業データを記録することには意味がある。

（２）手間は掛かる。 ① 下請会社の協力は得にくい。

②元請会社がデータ整理（入力含む）する必要がある。

③ 手書きの情報をデータ整理（入力含む）する手間が掛かる。

④ 勤怠記録システムと賃金支払システムが連携されていない等、同じデータを複数
回入力する手間が生じている。

【賃金の把握】

（３）下請会社（他社）の社員の賃金を聞く（把握する）ことは、現在の商慣習等では難しい。

⑤下請会社の社員の賃金を把握することが、元請会社に義務づけられていたり、把握することが商習

慣となっていない。例えば、義務づけされ、そのことが周知されたり、商習慣として確立されたりすれ
ば、把握することへの抵抗はなくなり、把握は可能。

⑥ 現状において、下請会社の賃金を把握しようとすると、元下関係に支障が生じる恐れがある。

⑦注文者として受注者（下請会社）の社員に対して、支払代金に含まれる労務費について言及するこ
とにリスクを感じる。

労働時間・賃金の把握を試行した工事での意見

１．労働時間の把握は、手間が掛かるが労働時間を把握することには意味があると
の意見があった。

２．賃金の把握は、現時点の商習慣では難しいとの意見が多く聞かれた。
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○ 指針には「下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努める」と記載されている。
支払い賃金、労働時間、労務費を下記の内容を基本に、提出するデータ等の詳細は元請会社と協議することでよいか。

＜論点１ 支払い賃金、労働時間、労務費の把握方法について＞

対象工事：令和7年度は試行工事として実施。試行工事は発注者が指定した工事の内、受注者が希望した場合、対象工事とする。

対象工種：元請会社が選定した工種。（１工種のみを選定することも可能）

対象者： 元請会社が選定した対象工種の施工に関わった技能者

把握項目：①支払い賃金 雇用者が、対象工種の施工に関わった技能者（対象者）に対し、対象工種が施工された期間を含む賃金計算期間（賃金
台帳に記載される賃金計算の対象期間）に、支払った賃金の総額（合計金額）。提出は、下請会社から発注者へ直接提
出。

② 労働時間 試行工事では、下記の(a)及び(b)の労働時間を発注者へ提出する。
(a) 対象工種が施工された期間を含む賃金計算期間における、 対象者の賃金台帳に記載された総労働日数・労働時

間の合計。（他の工事現場での労働時間を含む。）提出は、下請会社から発注者へ直接提出。
(b) 対象工種を完工するまでに要した、対象者の労働時間。労働時間の把握は把握しやすい方法とする。提出は、元

請会社から発注者へ提出。

③労務費 注文者（1次下請が雇用者の場合は元請会社）が対象工種を完工するために、対象者を雇用している下請会社へ支
払った工事費に含まれる労務費。注文者と雇用者との契約に材工分離された見積書・契約書がない場合、契約金額・支
払金額とする。提出は、元請会社から発注者へ提出。 

把握の実施方法： 発注者は、受注者（元請会社、下請会社、対象者を含む）の協力が得られるよう、実施方法等を丁寧に説明する。また、
バックデータ等の提供は強制しない。

■賃金 等
・雇用者が、対象者に対し、対象工種が施工された期間を
含む賃金計算期間に、支払った賃金の総額（合計金額）。
・対象工種が施工された期間を含む賃金計算期間におけ
る、 対象者の合計の総労働日数・労働時間(a)

国土交通省（発注者） 下請会社（雇用者） 技能労働者(被雇用者)

見積書（見積金額） 賃 金

契約関係 契約関係 雇用関係

元請会社

支払

②労働時間(b)

③労務費

①賃金（合計額）
②労働時間(a)

※元請会社を経ずに直接
提出することも可能

論点1：支払い賃金、労働時間、労務費の把握方法について
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施工期間　1月15日～3月7日

現場 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計 ① ② ③ 合計

Aさん 1日 14日 3日 18日 45万 10日 4日 6日 20日 45万 2日 9日 9日 20日 45万

Bさん 2日 14日 3日 19日 42万 10日 4日 4日 18日 42万 3日 10日 7日 20日 42万

Cさん 1日 14日 3日 18日 40万 10日 4日 5日 19日 40万 2日 10日 9日 21日 40万

Dさん 1日 14日 3日 18日 38万 10日 4日 5日 19日 40万 2日 9日 10日 21日 44万

Eさん 0日 14日 4日 18日 40万 1日 9日 5日 15日 40万 0日 12日 10日 22日 40万

91日 205万 91日 207万 104日 211万

支払い賃金 623万 円 ：提出を求める支払賃金

労働時間 286 人日 ：提出を求める労働時間

現場②：自治体工事等(試行工事以外)

現場③：民間工事(施行時以外)

１月（1/1～1/31） 2月(2/1～2/28) 3月(3/1～3/31)

現場①：直轄工事(試行工事の対象現場)

賃金 賃金 賃金

【雇用主である下請会社が取りまとめ、発注者へ提出】
①支払い賃金 ②労働時間(a)

（対象者が複数の現場で施工している場合のイメージ）

賃金台帳のイメージ（厚労省HPより）

計算のイメージ

支払い賃金・労働時間・労務費の把握のイメージについて

氏名
賃金

計算期間
労働日数 労働時間数

休日労働
時間数

早出残業
時間数

深夜労働
時間数

基本賃金
所定時間外
割増賃金

通勤
手当

○○
手当

計

A 1/1-1/31 18日 144時間 445,000円 5,000円 450,000円
B 1/1-1/31 19日 152時間 415,000円 5,000円 420,000円
C 1/1-1/31 18日 144時間 395,000円 5,000円 400,000円
D 1/1-1/31 18日 144時間 378,000円 378,000円
E 1/1-1/31 18日 144時間 395,000円 5,000円 400,000円

A 2/1-2/28 20日 160時間 445,000円 5,000円 450,000円
B 2/1-2/28 18日 144時間 415,000円 5,000円 420,000円
C 2/1-2/28 19日 152時間 395,000円 5,000円 400,000円
D 2/1-2/28 19日 152時間 399,000円 399,000円
E 2/1-2/28 15日 120時間 395,000円 5,000円 400,000円
A 3/1-3/31 20日 160時間 445,000円 5,000円 450,000円
B 3/1-3/31 20日 160時間 415,000円 5,000円 420,000円
C 3/1-3/31 21日 168時間 395,000円 5,000円 400,000円
D 3/1-3/31 21日 168時間 441,000円 441,000円
E 3/1-3/31 22日 176時間 395,000円 5,000円 400,000円
合計 286日 2,288時間 6,228,000円

の合計

の合計
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【元請会社が取りまとめ、発注者へ提出】
②労働時間(b)

1月 2月 3月

Aさん 7.5時間 70時間 12時間 89.5時間

Bさん 15時間 60時間 18時間 93時間

Cさん 7.5時間 75時間 12時間 94.5時間

Dさん 7.5時間 55時間 12時間 74.5時間

Eさん 0時間 7時間 0時間 7時間

合計 37.5時間 267時間 54時間 358.5時間

労働時間(b)

：対象者の各月の労働時間.下記の方法を用いて
把握、集計する
・出退勤データ、・出面表、・KY表、
・工事日報入力システム等

③労務費：元下間の注文書・見積書等により把握

支払い賃金・労働時間・労務費の把握のイメージについて

見積書

工事日報の月集計の事例
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②作業選択肢※工事毎に設定

①時刻（15分単位で選択）

③作業員※工事ごとに設定

○ 発注職員の育成・確保が課題となっており、受発注者双方の効率的な共有・把握・確認が必要となる。

○ DX、ICT技術の活用を前提にユーザーインターフェイスを考慮した使いやすいシステムへの改良が、民間主導で
継続的に実施される仕組みづくりと合わせ、データ共有システムの開発に国土交通省も関わるべきではないか。

＜論点２ 労働時間等のデータ共有方法について＞

論点２：労働時間等のデータ共有方法について

□入力すべきデータ項目のイメージ
労働（作業）開始日時、労働（作業）終了日時
作業現場（工事名）、作業内容・作業工種、
技能者名（アダナ、イニシャル、番号・記号等も可能）
（新たに必要となる項目を追加可能な機能を付与）

■各現場の状況把握

労働（作業）時間（人工数）を
工種毎に把握

■ユーザーインターフェイスを考慮したシステムのイメージ

発注者 下請会社（雇用者） 技能労働者(被雇用者)
契約関係 契約関係 雇用関係

元請会社

入力されたデータは、XML、CSV等の汎用性あるデータ形式で出力。出力可能なデータ項目は、発注者・元請会社・下請会社（雇用者）・被雇用者別に設定。

① 元請がまとめて格納・入力
する場合

② 下請会社・職長がまとめ
て格納・入力する場合

③ 技能者が直接
入力する場合

■工事のマネジメント

担当現場の出面の確認、取り
まとめ

■工事のマネジメント、

出勤簿の整理・賃金支払に
活用

■賃金の確認

現場での作業

■試験運用されている「工事日報入力システム」を活用し、下記について
検討を実施する
・入力すべきデータ項目
・汎用性のある出力形式
・官民の役割分担
例：発注者が利用するインターフェースとデータ共有システム

（データの標準化を含む）は発注者が開発
：受注者側が利用するインターフェースの開発は民間事業者が主導的に開発



8

論点３：実態把握により賃金・労務費が確保される競争環境の実現について

1. 発注者が支払い賃金、労働時間、労務費を把握することで、受発注者間での「見える化」が建設業の商習慣
に組み込まれると、労務費を下げた場合、「賃金単価を下げた」のか「生産性を上げた」のかが、「見える化」
されるのではないか。結果として、賃金を原資とした（賃金単価を下げる）低価格競争が発生しづらくなる
（健全な競争環境）のではないか。

2. その結果、入札等において賃金の原資となる労務費が確保された上で、価格、真の技術（開発、生産性）の
高さを競うという競争の健全性が高まるのではないか。

3. 一方、インフラメンテナンスの重要性が指摘される中、施工数量が小さく工種が多い（少数量多工種）維持管
理等の予定価格（労務費、経費）が実態と合わず、低い価格で入札せざる得ない（労務費等が確保できない
価格での入札）という声がある。

4. 将来像として、支払い賃金等の実態把握、すなわち「見える化」をすすめ、あわせて、維持管理等の小数量
多工種の工事等にも対応できる、現場条件により即した多様性・汎用性のある積算方法（見積の活用、経
費・歩掛の設定等）での積算により、賃金の原資となる労務費が確保された入札等が期待されるとともに、
価格、真の技術（開発、生産性）の高さを競う健全な競争環境の実現を目指すべきではないか。

＜論点３：実態把握により賃金・労務費が確保される競争環境の実現について＞

「見える化」が建設業の商習慣に組み込まれことにより、賃金の原資となる労
務費が確保された入札、価格・真の技術（開発、生産性）の高さを競う競争環境
の実現

100%

×

○ 落札これまでの
予定価格

予定価格
超過×

小数量多工種の工事等にも対応でき現場条件により即した多様性・汎用性の
ある積算方法（見積の活用、経費・歩掛の設定等）にて積算した予定価格

「見える化」が建設業の商習慣に組み込まれ、健全な競争環境が確保され、
価格、真の技術（開発、生産性）の高さを入札で競う建設生産システムのイメージ

労務費 円 ＝ 賃金単価×総労働時間 ＝ 賃金単価×
1

生産性
×施工量 生産性＝

施工量
総労働時間

＝ → 総労働時間＝
１

生産性
×施工量

予定価格

○ 落札

予定価格
超過
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ご議論いただきたい論点

■運用指針に規定されている「受注者の協力の下、下請業者への賃金
の支払いや適正な労働時間確保に関し、その実態を把握するよう努
める」ため下記の論点等について、ご議論いただきたい

１．指針には「下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保に関し、
その実態を把握するよう努める」と記載されている。支払い賃金、労働
時間、労務費を４～６頁に記載した内容を基本に、提出するデータ等
の詳細は元請会社と協議することでよいか。

２．労働時間等のデータ共有方法について、DX、ICT技術の活用を前提
にユーザーインターフェイスを考慮した使いやすいシステムへの改良
が、民間主導で継続的に実施される仕組みづくりと合わせ、データ共
有システムの開発に国土交通省も関わるべきではないか。

３．実態把握により賃金・労務費が確保される競争環境について、8頁に
記載した価格、真の技術（開発、生産性）の高さを競う競争環境の実
現を目指すことでよいか。
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参考資料



11

労働時間の確認した事例

1. 労働時間を把握することで、物的労働生産性を定量的に把握することを試行した
工事では、施工方法の違いにより生産性に差が生じることを定量的に把握できた。

2. 現場での工夫（施工機械の違い等）が生産性に与える効果を容易に定量化でき
ると、現場での工夫が進み、結果、生産性の向上につながる可能性がある。
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分 分 分 分 分 分 分 分 氏 名

日 日 日 日 日 日 日 日

時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間 時間

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

手当 円 円 円 円 円 円 円 円

手当 円 円 円 円 円 円 円 円

手当 円 円 円 円 円 円 円 円

手当 円 円 円 円 円 円 円 円 性 別

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 所 属

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円 職 名

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

円 円 円 円 円 円 円 円

月 月 月 月 月 月 月 月

日 日 日 日 日 日 日 日

0

0

0

0 0 0

印 印 印

0 0

0 0 0

0

印 印 印

0 00

0 0 0

0

様式第20号（第55条）

社
会
保
険
料
控
除

0

領   収 印 印

所 得 税

小         計

0

0

賃 金 計 算 期 間

休 日 労 働 時 間 数

小         計

差 引 支 払 金

賞 与

健 康 保 険

厚 生年金 ・保 険

雇 用 保 険

（

常
時
使
用
さ
れ
る
労

 
働
者
に
対
す
る
も
の
）

控
 
除
 
金

合         計

臨 時 の 給 与

小         計

手
 
 
当

賃
 
 
金
 
 
台
 
 
帳

労 働 日 数

労 働 時 間 数

印

差    引    残

早 出 残 業 時 間 数

深 夜 労 働 時 間 数

基 本 賃 金

所定時間外割増賃金

市 町 村 民 税

非 課 税 分 賃 金 額

実 物 給 与

0 00 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

00 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0

厚生労働省東京労働局HPより

賃金台帳
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